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○ 地域脱炭素ロードマップに基づき、少なくとも100か所の脱炭素先行地域で、2025年度までに、脱

炭素に向かう地域特性等に応じた先行的な取組実施の道筋をつけ、2030年度までに実行

○ 農山漁村、離島、都市部の街区など多様な地域において、地域課題を解決し、住民の暮らしの質の

向上を実現しながら脱炭素に向かう取組の方向性を示す。

脱炭素先行地域の選定について

住生活エリア 住宅街・団地

ビジネス・商業エリア 中心市街地（大都市、地方都市）、大学キャンパスなど

自然エリア 農山村、漁村、離島、観光エリア・国立公園

施設群 公的施設群等

※ 複数の類型を含む地域や類型に当てはまらない地域も対象となりうる。

【脱炭素先行地域の範囲の類型】

【今後のスケジュール】
１月以降 公募実施
来年春頃 脱炭素先行地域を選定、公表（以降、順次公募実施）
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地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

脱炭素先行地域等に取り組む地方公共団体等を継続的に支援

 「脱炭素先行地域」では民生部門の電力消費に伴うCO2排出実質ゼロ等を2030年度までに実現

 脱炭素先行地域での目標達成に向けた再エネ等設備､基盤インフラ設備（蓄電池、自営線等）導入等を支援

 また､全国で取り組むべき｢重点対策｣（自家消費型太陽光発電等）に先進的に取り組む地方公共団体等も支援

脱炭素先行地域への支援内容

基盤インフラ設備再エネ等設備

• 地域の再エネポテンシャルを最大限
活かした再エネ等設備の導入

• 再エネ発電設備、再エネ熱･未利用
熱利用設備等

• 地域再エネ等の利用の最大化のため
の基盤インフラ設備の導入

• 蓄エネ設備、自営線、熱導管、再エ
ネ由来水素関連設備、エネマネシス
テム等

省CO2等設備

• 地域再エネ等の利用の最大化のため
の省CO2等設備の導入

• ZEB･ZEH、断熱改修、ゼロカーボン
ドライブ、その他各種省CO2設備等

EM
S

【令和４年度概算要求額200億円】




